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１ 【半期報告書の訂正報告書の提出理由】

平成19年９月20日に提出いたしました第183期中（自 平成19年１月１日　至 平成19年６月30日）

の半期報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告

書を提出するものであります。

 

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第５　経理の状況

　　１　中間連結財務諸表等

　　　(1)　中間連結財務諸表

　　　　　注記事項

　　　　　（リース取引関係）

 

　　２　中間財務諸表等

　　　(1)　中間財務諸表

　　　　　注記事項

　　　　　（リース取引関係）

 

３ 【訂正箇所】

　訂正箇所は　　　を付して表示しております。

 

 

 

EDINET提出書類

東海汽船株式会社(E04256)

訂正半期報告書

2/6



第一部 【企業情報】
 
第５ 【経理の状況】
 

１【中間連結財務諸表等】

　(1)【中間連結財務諸表】

　注記事項

(リース取引関係)

 
 

（訂正前）

 

前中間連結会計期間
(自　平成18年１月１日
  至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
  至　平成18年12月31日)

オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 60,504千円

１年超 43,100千円

合計 103,604千円

オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 2,521千円

１年超 ― 千円

合計 2,521千円

オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 60,504千円

１年超 12,848千円

合計 73,352千円
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（訂正後）

前中間連結会計期間
(自　平成18年１月１日
  至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
  至　平成18年12月31日)

１       ─────────

 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、及び中間期末残

高相当額

その他（車輌運搬具）

取得価額相当額 43,204千円

減価償却累計額相
当額

4,632千円

中間期末残高相当
額

38,572千円

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

②未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 8,181千円

１年超 30,390千円

合 計 38,572千円

なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3,541千円

減価償却費相当額 3,541千円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、及び期末残高相

当額

その他（車輌運搬具）

取得価額相当額 21,244千円

減価償却累計額
相当額

1,090千円

期末残高相当額 20,154千円

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定し

ております。

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,789千円

１年超 16,364千円

合 計 20,154千円

なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1,090千円

減価償却費相当額 1,090千円

④減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

２ オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 60,504千円

１年超 43,100千円

合計 103,604千円

２ オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 2,521千円

１年超 ― 千円

合計 2,521千円

２ オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 60,504千円

１年超 12,848千円

合計 73,352千円

 

 

 

EDINET提出書類

東海汽船株式会社(E04256)

訂正半期報告書

4/6



 

第一部 【企業情報】
 
第５ 【経理の状況】
 

２【中間財務諸表等】

　(1)【中間財務諸表】

　注記事項

(リース取引関係)

 

 

（訂正前）

前中間会計期間
(自　平成18年１月１日
  至　平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

前事業年度
(自　平成18年１月１日
  至　平成18年12月31日)

オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 60,504千円

１年超 43,100千円

合計 103,604千円

オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 2,521千円

１年超 ― 千円

合計 2,521千円

オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 60,504千円

１年超 12,848千円

合計 73,352千円
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（訂正後）

前中間会計期間
(自　平成18年１月１日
  至　平成18年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年６月30日)

前事業年度
(自　平成18年１月１日
  至　平成18年12月31日)

１       ─────────

 

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、及び中間期末残

高相当額

その他（車輌運搬具）

取得価額相当額 15,120千円

減価償却累計額
相当額

1,560千円

中間期末残高相
当額

13,560千円

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

②未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 3,024千円

１年超 10,536千円

合 計 13,560千円

なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1,146千円

減価償却費相当額 1,146千円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。

１ リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、及び期末残高相

当額

その他（車輌運搬具）

取得価額相当額 4,140千円

減価償却累計額
相当額

414千円

期末残高相当額 3,726千円

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定し

ております。

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 828千円

１年超 2,898千円

合 計 3,726千円

なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 414千円

減価償却費相当額 414千円

④減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

２ オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 60,504千円

１年超 43,100千円

合計 103,604千円

２ オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 2,521千円

１年超 ― 千円

合計 2,521千円

２ オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

１年以内 60,504千円

１年超 12,848千円

合計 73,352千円

 

EDINET提出書類

東海汽船株式会社(E04256)

訂正半期報告書

6/6


	表紙
	本文
	１半期報告書の訂正報告書の提出理由
	２訂正事項
	３訂正箇所
	第一部企業情報
	第５経理の状況


	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	第一部企業情報
	第５経理の状況



	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表


